
地域再生基本方針の一部変更について 

 

令和６年 月 日  

閣 議 決 定 案  

 

 

地域再生法（平成17年法律第24号）第４条第６項の規定に基づき、地域再生基本

方針（平成17年４月22日閣議決定）の一部を次のとおり変更する。 

 

 ４の５）③ヘ中「第10条第1項」を「第10条第１項」に改め、同ａ．中「第5条第

15項第１号」を「第５条第15項第１号」に改め、同ｂ．中「第5条第15項第２号」を

「第５条第15項第２号」に改め、同ｃ．中「第5条第15項第３号」を「第５条第15項

第３号」改め、同⑬ロｃ．及びハｃ．中「第一号事業」を「第一号介護事業」に改

め、同⑨ハ中「する」を「与える」に、同⑭イ中「第17条の36」を「第17条の36第

１項」に改め、「できる。」の下に 

「   認定市町村は、５の３）のとおり、法第19条に基づき地域再生を図るため

に行う事業等を行う地域再生推進法人を指定することができるが、地域住宅

団地再生事業計画に係る業務を行う地域再生推進法人は、法第17条の37から

第17条の39までに定めるとおり、認定地域再生計画に基づき地域住宅団地再

生事業計画の素案を作成し、当該計画の作成又は変更の提案を行うことがで

きる。」 

を加え、同ロｂ．中「その他の当該区域」を「、集会施設その他の当該地域住宅団

地再生区域」に改め、同ｅ．中「公共交通機関の利用者の利便の増進」を「住民の

交通手段の確保」に改め、同ｆ．を次のように改める。 

ｆ．地域住宅団地再生区域への移住を希望する者への情報の提供、便宜の供

与その他の当該移住を希望する者の来訪及び滞在を促進するために認定市

町村が講ずべき施策に関する事項を記載する。 

 

 ４の５）⑭ハ中「第17条の36第４項各号」を「第17条の36第５項各号」に、「第

17条の37から第17条の41まで、第17条の45及び第17条の48から第17条の50まで」を

「第17条の40から第17条の48まで、第17条の52及び第17条の53並びに第17条の56か

ら第17条の58まで」に改め、同ａ．中「住宅団地再生建築物整備事業（」を「住居

専用地域建築物整備促進事業（地域住宅団地再生区域内の」に改め、「促進する事

業」の下に「であって、認定市町村が行うもの」を、「場合に」の下に「おいても」

を、「とする。」の下に「加えて、住居専用地域の目的に適合させるために必要な

措置の内容が定まっている場合にあっては、当該措置に関する事項を地域住宅団地

再生事業計画に記載し、利害関係を有する者からの意見を聴取し、建築審査会（同

法第78条第１項に規定する建築審査会をいう。）の同意を得た上で、当該地域住宅

団地再生事業計画を公表することで、同法第48条第15項の手続を省略できることと

する。」を加え、「特別用途地区住宅団地再生建築物整備事業（」を「特別用途地

区建築物整備促進事業（地域住宅団地再生区域内の」に、「地区計画等住宅団地再



生建築物整備事業（」を「地区計画等建築物整備促進事業（地域住宅団地再生区域

内の」に改め、同ｆ．を同ｋ．とし、同ｅ．を同ｉ．とし、同ｉ．の次に次のよう

に加える。 

ｊ．国土交通大臣の同意を得て住宅団地再生自家用有償旅客運送（地域住宅

団地再生区域において認定市町村又は非営利の地域再生推進法人が行う住

民の日常生活に必要な交通手段の確保を図るための自家用有償旅客運送で

あって、その路線又は運送の区域が当該地域住宅団地再生区域内に存する

ものをいう。）に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画

が公表されたときは、当該公表の日に、当該事項に係る実施主体は、道路

運送法の規定により、登録若しくは変更登録を受け、又は届出をしたもの

とみなす。 

 

４の５）⑭ハｄ．中「第一号事業」を「第一号介護事業」に改め、同ｄ．を同ｈ．

とし、同ｃ．を同ｇ．とし、同ｂ．中「都市計画住宅団地再生建築物等整備事業」

を「都市計画建築物等整備促進事業」に改め、「より」の下に「、地域住宅団地再

生区域内において」を、「促進する事業」の下に「であって、認定市町村が行うも

の」を加え、同ｂ．の次に次のように加える。 

ｃ．公告及び縦覧等の手続を経て特定区域住宅用途変更特定建築物整備促進

事業（診療所、介護施設、日用品販売店、老人福祉センターその他の地域

住宅団地再生区域の住民の日常生活に必要な施設であって、当該施設が不

足することにより当該住民の日常生活に支障が生ずるおそれがあるもの

（以下「特定施設」という。）の用途に供する建築物（以下「特定建築物」

という。）の整備が必要とされる地域住宅団地再生区域内の区域（以下「特

定区域」という。）において、住宅である建築物の用途を住宅団地再生を

図るために必要な用途に変更することにより当該建築物を特定建築物とす

ること（当該変更により当該特定建築物が建築基準法第52条第１項、第２

項又は第７項の規定に適合しないこととなる場合に限る。）を促進する事

業であって、認定市町村が行うものをいう。）に関する必要事項が記載さ

れた地域住宅団地再生事業計画が公表されたときは、当該公表の日以後は、

当該事項に係る特定区域内の建築物の部分について、住宅団地再生を図る

ためにやむを得ず、かつ、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない

と特定行政庁が認める場合には、同条第６項の規定を読み替えて適用し、

容積率の算定の基礎となる延べ面積には算入しないものとする。 

ｄ．公告及び縦覧等の手続を経て特定区域学校用途変更特定建築物整備促進

事業（特定区域において、学校である建築物の用途を住宅団地再生を図る

ために必要な用途に変更することにより当該建築物を特定建築物とするこ

と（当該変更により当該特定建築物が建築基準法第55条第１項の規定に適

合しないこととなる場合に限る。）を促進する事業であって、認定市町村

が行うものをいう。）に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事



業計画が公表されたときは、当該公表の日以後は、当該建築物について、

住宅団地再生を図るためにやむを得ず、かつ、低層住宅に係る良好な住居

の環境を害するおそれがないと特定行政庁が認める場合には、同条第４項

の規定を読み替えて適用し、引き続き建築物の高さ制限を適用しないこと

ととする。 

ｅ．特定区域学校用途変更特定施設運営事業（特定区域において、特定建築

物（学校である建築物の用途を住宅団地再生を図るために必要な用途に変

更することにより整備されたものであって、当該認定市町村における地方

自治法第238条第４項に規定する普通財産であるものに限る。）に設けられ

た特定施設を運営する事業であって、非営利の地域再生推進法人が行うも

のをいう。）に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画が

公表されたときは、当該地域再生推進法人は、地域住宅団地再生事業計画

に記載した実施期間内に限り、地域住宅団地再生事業計画に記載した条件

に基づき当該特定建築物及びその敷地を使用することができる。 

ｆ．公園管理者の同意を得た特定区域都市公園活用生活利便確保事業（特定

区域内の都市公園において、日用品に係る露店、商品置場その他の住宅団

地再生を図るために必要な施設を設置し、及び管理する事業をいう。）に

関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画が公表されたとき

は、当該公表の日から起算して２年以内に、当該事項に係る実施主体から

当該事項に係る都市公園の占用について許可の申請があったときは、公園

管理者は、地域再生法施行令第20条で定める技術的基準に適合する場合に

限り、その占用の許可を与えるものとする。 

 

４の５）⑮イ中「第17条の54」を「第17条の62」に改め、同⑯イ中「第17条の56

第１項」を「第17条の64第１項」に改め、同ロ中「第17条の57第１項」を「第17条

の65第１項」に改め、同ハ中「第17条の58」を「第17条の66」に改め、同⑰中「第

17条の59」を「第17条の67」に改め、同⑱中「第17条の60」を「第17条の68」に改

め、同⑲中「第17条の61」を「第17条の69」に改め、同⑳中「第17条の62」を「第

17条の70」に改める。 

 

別表を別紙のように改める。 

 

 

 

  附 則 

この基本方針の変更は、地域再生法の一部を改正する法律（令和６年法律第17号）

の施行の日（令和６年10月１日）から施行する。 



 

 

 

別 紙 
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まち・ひと・しごと創
生交付金（デジタル田
園都市国家構想交付金
（地方創生推進タイプ
及び地方創生拠点整備
タイプ））

デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社
会課題解決や魅力向上の取組の加速化・深化を図
る観点から、地方版総合戦略に基づく、地方公共
団体の自主的・主体的で先導的な事業を支援する
ため、予算の範囲内で、交付金を交付する。

内閣府
農林水産省
国土交通省
環境省 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地方創生応援税制（ま
ち・ひと・しごと創生
寄附活用事業に係る課
税の特例）

認定地域再生計画に記載されている、まち・ひ
と・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行
う法人に対して、課税の特例措置を講ずる。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域再生支援利子補給
金

認定地域再生計画に記載されている事業を行う事
業実施者に対して、内閣総理大臣から指定を受け
た金融機関が融資を行う場合に、予算の範囲内
で、国から利子補給金を支給する。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特定地域再生支援利子
補給金

認定地域再生計画に記載されている特定政策課題
の解決に資する事業を行う事業実施者に対して、
内閣総理大臣から指定を受けた金融機関が融資を
行う場合に、予算の範囲内で、国から利子補給金
を支給する。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小さな拠点の形成に資
する事業を行う株式会
社に対する投資促進税
制

小さな拠点の形成に資する事業を行う株式会社に
対する投資について、広く民間から志ある資金を
集めるための税制上の優遇措置を講ずることによ
り、対象事業の充実を図る。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特定地域再生事業に係
る地方債の特例

施設の統廃合等により不要となった公共施設又は
公用施設については、老朽化等による危険性の増
大や一定の維持管理コストの発生が見込まれるた
め、特定政策課題の解決に資する当該施設の除却
について、支援措置を講ずる。

内閣府
総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地方における本社機能
を有する拠点の強化を
行う事業者に対する特
例

地方において本社機能を有する拠点の強化を行う
地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定
事業者等に対して、債務保証、課税の特例及び減
収補てんの特例措置を講ずる。

内閣府
総務省
厚生労働省
経済産業省 ◎ ◎ ◎

地域来訪者等利便増進
活動計画に基づく特例

認定市町村が、認定市町村の議会の議決及び公園
管理者の同意を得た上で、地域来訪者等利便増進
活動計画を認定したときは、認定地域来訪者等利
便増進活動実施団体に対し、都市公園の占用に関
する特例措置を講ずる。（※併せて、地域再生計
画及び地域来訪者等利便増進活動計画に、地域来
訪者等利便増進活動により受けると見込まれる利
益の限度において、受益事業者から負担金を徴収
し、これを地域来訪者等利便増進活動実施団体に
対し、交付金として交付する措置の内容について
記載する必要あり。）

内閣府
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

商店街活性化促進事業
計画に基づく法律上の
特別の措置

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された商
店街活性化促進事業計画を作成したときは、商店
街振興組合の設立要件の緩和、中小企業への資金
調達面での支援等の特例措置を講ずる。

内閣府
経済産業省

◎ ◎ ◎

地域再生土地利用計画
に基づく法律上の特別
の措置

市町村が、認定地域再生計画に記載された
①基幹集落に生活サービス機能を集め、周辺集落
と交通ネットワーク等で結ぶ「小さな拠点」の形
成に関する事項
②農用地等の保全及び利用に関する事項
について、協議会での協議を経て地域再生土地利
用計画を作成し、都道府県知事の同意を得たとき
は、当該計画に基づく施設整備について農地転用
許可、農用地区域の変更基準、開発許可等の特例
措置を講ずる。

内閣府
農林水産省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

別表（地域再生計画と連動する施策）

（※１）地域再生計画と連動する方法欄について、「支援要件」は地域再生計画の認定を受けることが支援の要件となる施策、「特別支援」は地域再生計画の認定を受けた場合に採択要件の緩和や補
助率のかさ上げなどの特別な支援が受けられる施策、「優先採択」は地域再生計画の認定を受けた場合に優先採択や加点措置などの重点的な支援が受けられる施策、「その他」はその他の方法により
連動する施策。
（※２）プログラム分類の欄について、「雇用再生」は地域の雇用再生プログラム、「つながり」は地域のつながり再生プログラム、「再チャレ」は地域の再チャレンジ推進プログラム、「交流連
携」は地域の交流・連携推進プログラム、「産業活性」は地域の産業活性化プログラム、「知の拠点」は地域の知の拠点再生プログラム、「温暖対策」は地域の地球温暖化対策推進プログラム、「そ
の他」は各プログラムに属さない横断的に地域再生に役立つ施策群。
（※３）特定政策課題の欄について、地域再生基本方針３の３）特定政策課題の具体的テーマの設定①のイを「健康まちづくり」、①のロを「郊外団地再生」、①のハを「中山間地域」、②のイを
「６次産業化」、②のロを「再生可能エネルギー」としている。

施 策 名 府省庁名

地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類

施 策 概 要
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施 策 名 府省庁名

地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類

施 策 概 要

自家用有償旅客運送者
による貨物の運送の特
例

基幹となる集落に機能・サービスを集約し、周辺
集落とのネットワークを持つ「小さな拠点」を形
成する場合に、持続可能な地域公共交通の形成及
び物資の流通の確保に資するため、市町村が地域
再生計画を作成し認定を受けた場合に、自家用有
償旅客運送者による少量貨物の運送を可能とす
る。

国土交通省

◎ ◎ ◎

生涯活躍のまち形成事
業計画に基づく特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された
「生涯活躍のまち」形成事業について、協議会で
の協議を経て生涯活躍のまち形成事業計画を作成
し、都道府県知事等の同意を得たときは、事業の
実施に必要となる介護事業者の指定等、事業者に
よる手続の簡素化の特例措置を講ずる。

内閣府
厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域住宅団地再生事業
計画に基づく特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された地
域住宅団地再生事業について、協議会での協議を
経て地域住宅団地再生事業計画を作成し、国土交
通大臣等の同意を得て公表したときは、当該地域
住宅団地再生事業計画に記載された建築物の整備
方針に適合することをもって用途地域の制限に係
る許可が可能となる等の特例措置を講ずる。

内閣府
厚生労働省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

既存住宅活用農村地域
等移住促進事業計画に
基づく特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された既
存住宅活用農村地域等移住促進事業について、協
議会での協議を経て既存住宅活用農村地域等移住
促進事業計画を作成し、公表したときは、都道府
県知事等が農村地域等移住促進区域内における農
村地域等移住者による既存住宅の取得等の促進が
図られるよう適切な配慮をする措置を講ずる。

内閣府
農林水産省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域農林水産業振興施
設を整備する事業に係
る農地転用等の許可等
の特例

農林水産業の６次産業化に資する施設の整備が図
られるよう、地域農林水産業振興施設を整備する
事業を定めた地域再生計画について内閣総理大臣
の認定を受けた市町村が、協議会での協議を経て
地域農林水産業振興施設整備計画を作成し、都道
府県知事の同意を得たときは、当該計画に基づく
施設整備について、農地転用許可、農用地区域の
変更基準等の特例措置を講ずることとする。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎

株式会社民間資金等活
用事業推進機構の業務
の特例

認定地方公共団体が認定地域再生計画に基づき民
間資金等活用公共施設等整備事業を行う場合にお
いて、株式会社民間資金等活用事業推進機構が、
当該認定地方公共団体の依頼に応じて、当該認定
地方公共団体に対する専門家の派遣、助言等の業
務を営むことができることとする。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

構造改革特別区域計画
等の認定等の手続の特
例

地方公共団体が複数の計画を一体的に作成しやす
くなるとともに、事務負担の軽減を図るため、地
域再生計画に構造改革特別区域法、中心市街地活
性化法又は地域未来投資促進法の事業に関する事
項を記載して申請した場合、地域再生計画の認定
を受けたときは、上記の各法律に基づく計画の認
定等があったものとみなす。

内閣府
経済産業省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

補助対象施設の有効活
用

補助対象財産を有効に活用した地域再生を支援す
るため、社会経済情勢の変化等に伴い需要の著し
く減少している補助対象財産の転用を弾力的に認
めるとともに、手続を簡素合理化することとし、
法第18条により、認定地域再生計画に基づき、補
助対象財産を補助金等の交付の目的以外の目的に
使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に
供する場合においては、地域再生計画の認定を受
けたことをもって、補助金等適正化法第22条に規
定する各省各庁の長の承認を受けたものとして取
り扱い、転用を認めることとする。用途や譲渡先
について差別的な取り扱いをしないこと及び国庫
納付を求めないこととする。

全府省庁

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域における男女共同
参画促進を支援するア
ドバイザー派遣事業

地域における様々な課題解決のための実践的な活
動に関する先進事例の収集・分析・提供やアドバ
イザー派遣等による総合的な支援を行う。なお、
アドバイザー派遣の選定に当たって、地域再生計
画の認定を受けているものについては、一定の配
慮を行う。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

公共施設を転用する事
業へのリニューアル債
の措置

既存の公共施設を地域活性化事業が目的とする地
域の活性化を図るための施設に転用するための増
改築等のリニューアル事業で、認定地域再生計画
に位置付けられた場合には、地域活性化事業債の
対象とする。

総務省

◎ ◎

ふるさと融資の限度額
拡大

地方公共団体が（一財）地域総合整備財団の支援
を得て、地域振興に資する民間事業活動等を対象
として行うふるさと融資について、「地域再生支
援利子補給金」又は「特定地域再生支援利子補給
金」の支援措置を活用した地域再生計画の認定を
受けた地域に対しては、一般の地域よりも有利な
融資限度額を適用する。

総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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過疎地域持続的発展支
援交付金

過疎地域の持続的発展に必要な人材育成事業、ICT
等技術活用事業等を支援する過疎地域持続的発展
支援事業、過疎地域の集落再編を図るための過疎
地域集落再編整備事業、過疎地域にある遊休施設
を再活用して地域間交流及び地域振興を図るため
の施設の整備を行う過疎地域遊休施設再整備事業
及び集落の継続的な維持・活性化を図るための過
疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業につい
て、その経費の全部又は一部を交付する。

総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

公有地の拡大の推進に
関する法律による先買
いに係る土地を供する
ことができる用途の範
囲の拡大

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律
第66号）に基づく先買い制度により取得された土
地を供することができる事業の対象に、当該土地
が取得後10年を経過している等の要件を満たす場
合に限り、認定地域再生計画に記載された事業を
追加する。

総務省
国土交通省

◎ ◎

外国人研究者等に対す
る永住許可弾力化事業

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を
実用化した新規事業の創出等に取り組む地域にお
ける、特定の研究機関等で研究等を行う外国人研
究者、情報処理技術者であって、我が国への貢献
が認められる者については、永住許可要件（在留
実績期間）の緩和を行うこととする。地域再生計
画の認定を支援の要件とする。

法務省

◎ ◎ ◎

外国人研究者等に対す
る入国申請手続に係る
優先処理事業

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を
実用化した新規事業の創出等に取り組む地域にお
ける、特定の研究機関等で研究等を行う外国人研
究者、情報処理技術者については、入国・在留諸
申請の優先処理を行うこととする。地域再生計画
の認定を支援の要件とする。

法務省

◎ ◎ ◎

地域雇用活性化推進事
業

雇用機会が不足している地域や過疎化が進んでい
る地域等の市町村、経済団体等から構成される協
議会が地域の特性を生かして提案する「魅力ある
雇用」や「それを担う人材」の維持・確保を図る
ための創意工夫ある取組について、コンテスト方
式により選抜・委託した上で実施する。
当該取組が地域再生計画に位置付けられている場
合、選定に当たって一定程度配慮する。

厚生労働省

◎ ◎

地域若者サ ポー トス
テーション事業

若年無業者等の若者が充実した職業生活を送り、
我が国の将来を支える人材となるよう、地域若者
サポートステーション(以下、「サポステ」とい
う。)事業として、ＮＰＯ等を活用し、全国におい
て以下の支援を実施する。
・職業的自立に向けての専門的相談支援
・サポステの支援を受けて就職した者等に対する
就労後の定着・ステップアップ支援
・合宿を含む集中的な訓練

厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎

地域雇用開 発助 成金
（地域雇用 開発 コー
ス）

認定地域再生計画に記載されているまち・ひと・
しごと創生寄附活用事業（地域における安定的な
雇用機会の増大を図る事業に限る。）に関連する
寄附を行い、当該事業が実施される地方公共団体
の区域内に事業所を設置・整備の上、地域求職者
を継続して雇用する労働者として雇い入れた事業
主に対しても、一定額を助成する。

厚生労働省

◎ ◎

経営体育成総合支援事
業

漁業・漁村を支える人材の確保・育成を図るた
め、漁業への就業前の者への資金の交付、漁業現
場での長期研修を通じた就業・定着の促進、海技
士免許等の資格取得及び漁業者の経営能力の向上
等を支援する。

農林水産省

◎ ◎ ◎

地域食品産業連携プロ
ジェクト推進事業

地域の農林水産物を有効活用するため、地域の食
品産業を中心とした多様な関係者が、それぞれの
経営資源を結集するプラットフォームを設置し
て、地域の社会的課題解決と経済性が両立する新
たなビジネスを継続的に創出する仕組みを構築す
る取組を支援する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎

オープンイノベーショ
ン研究・実用化推進事
業

我が国の農林水産・食品産業の競争力を強化し飛
躍的に成長させていくため、従来の常識を覆す革
新的な技術・商品・サービスを生み出していくイ
ノベーションの創出に向け、『「知」の集積と活
用の場』による研究開発を重点的に推進する提案
公募型研究事業。
地域再生計画において本事業に対する支援措置要
望の記載がある研究課題については、採択に当
たって一定程度配慮する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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農山漁村振興交付金 少子高齢化・人口減少が進む農山漁村において、
「しごと」「くらし」「活力」「土地利用」の観
点から農村振興施策を総合的に推進することによ
り、関係人口の創出・拡大を図るとともに、農林
水産業に関わる地域のコミュニティの維持と農山
漁村の活性化及び自立化を後押しする。​当該施策
が地域再生計画に位置付けられている場合、公
募・選定等に当たり配慮する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

中小企業活 性化 協議
会、整理回収機構等の
連携

地域経済の動向に甚大な影響を与えるといった事
態の発生に伴い、地域企業に対する再生支援を含
む各種施策を集中・連携して実施するため、地域
再生計画の認定を踏まえ、当該地域の地方公共団
体において中小企業活性化協議会、整理回収機構
等関係機関を含む連絡調整組織を整備するととも
に、当該地方公共団体からの要請に応じ、企業再
生実務に関する説明会に対し、同協議会等が連携
して専門家を派遣する等、集中的に支援を行う。

経済産業省
金融庁

◎ ◎

地域再生等に資する実
用化技術の研究開発助
成

地域の諸課題(社会インフラの老朽化、少子高齢
化、気候変動に伴う災害など)の解決に資するため
の研究開発のテーマを国が示し、そのテーマに対
し、民間企業や大学等の研究開発提案を公募し、
より効果的・効率的な研究開発に対し助成を行う
競争的資金制度。産学官の連携等により、地域が
抱える建設技術に関する課題解決に対して先駆的
に行う研究開発であり、かつ、他地域への応用性
のある建設技術の研究開発課題を対象に公募を実
施。地域再生計画に位置づけられたものについて
配慮する。

国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎

地域公共交通確保維持
改善事業

地方バス路線、離島航路・航空路などの生活交通
の維持・確保を図るため、官民、交通事業者間、
医療機関等の他分野との共創やMaaSのさらなる高
度化を推進するプロジェクトとともに、バリアフ
リー化や地域鉄道の安全性向上に資する設備の整
備など、快適で安全な公共交通の構築に向けた取
組を支援する。

国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

住宅市街地総合整備事
業（住宅団地ストック
活用型）

居住者の高齢化等により多様な世代の暮らしの場
として課題が生じている住宅団地について、地域
のまちづくり活動、既存ストックを活用した高齢
者・子育て世帯の生活支援施設等の整備等に対し
て支援する。

国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

生涯活躍のまち形成事
業計画によるサービス
付き高齢者向け住宅の
入居者要件の設定

認定地域再生計画に記載された「生涯活躍のま
ち」形成事業の実施に当たり、認定市町村が作成
する生涯活躍のまち形成事業計画において、国土
交通大臣・厚生労働大臣が定める基準に従い、
サービス付き高齢者向け住宅の入居者についての
要件を定めた場合、当該要件に該当する者も入居
対象とする。

国土交通省
厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域再生支援のための
「特定地域プロジェク
トチーム」の編成

地方公共団体、地元経済界、国の地方支分部局等
の横断的な議論の場（共通プラットホーム）を活
用し、必要に応じて、国の出先事務所・支局等も
活用しつつ、地方支分部局の担当課長等からなる
「特定地域プロジェクトチーム」を編成し、市町
村と一体となって具体のプロジェクトの実現を支
援する。

国土交通省
内閣府
総務省
財務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
環境省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域脱炭素実現に向け
た再エネの最大限導入
のための計画づくり支
援事業

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設
定・意欲的な脱炭素の取組に関する計画策定、再
エネの導入調査、官民連携で行う地域再エネ事業
の実施・運営体制構築、再エネ促進区域の設定等
に向けたゾーニング、事業の持続性向上のための
地域人材の確保・育成に関する支援を行う。

環境省

◎ ◎ ◎


